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１．はじめに 

2012年、登下校中の児童生徒等が巻き込まれる交

通事故が相次いで発生し、通学路の交通安全対策が

喫緊の課題となっている。 

これまで、通学路を含む生活道路の交通安全対策

として、国土交通省と警察庁では、2003年から延べ

1,300地区を「あんしん歩行エリア」として指定し、

重点的に歩道の整備、路側帯の拡幅、ハンプ等の走

行速度を抑制する道路構造の導入、最高速度規制等

を実施してきたが、引き続き、これらの対策を実施

していく必要がある。 

しかし、生活道路は、歩行者や自転車が主役とな

るものの、幅員が狭いことが多く、それらの空間を

自動車と別に確保することは困難である。さらに、

生活道路は、総延長が長いため、安価で普及が容易

な対策が求められている。 

そこで、本研究では、道路横断面構成に着目し、

自動車走行速度の抑制によって、人優先と感じられ

る道路とはどのような道路かを把握するため、道路

横断面構成と走行速度の関係を調査することとした。 

２．道路横断面構成の違いによる自動車走行速度 

 調査は、沿道条件等を統一したコンピュータグラ

フィック（以下「CG」という。）動画空間をドライ

ビングシミュレータ（以下「DS」という。）により

被験者に走行させ、各動画空間の走行速度や通行位

置を記録するとともに、走行した際の印象をアンケ

ート調査により把握した。CG動画は、道路全幅員4m、

6m、8mの３種類、路側帯の有無、その幅員や着色の

違い、中央線の有無等、条件の異なる合計23種類を

用い、歩行者や対向車は考慮していない。 

 この結果、道路全幅員6mの場合、シケイン状の路

側帯や、路側帯を設置せず全面カラー化したCG画像

の自動車走行速度が低い結果となった。 

図 ＤＳ調査に用いたＣＧ動画例（道路全幅員6m） 

左上：シケイン状路側帯（1m・2m）、右上：全面カラー化 

左下：路側帯2m×2・車道2m、右下：路側帯1m×2・車道4m 

 一方、路側帯の拡幅やカラー化による走行速度の

抑制効果については明確な結果が得られなかったが、

アンケート調査では、走行速度を抑制しようとした

要因として路側帯着色を挙げる回答が多く見られた。 

 更に、CG動画の一断面を静止画とし、同一被験者

にどの静止画が人優先と感じられるか複数選択で尋

ねたところ、道路全幅員6mの場合、路側帯幅員2m×

2・車道幅員2mの画像（図の左下の画像）が多くの被

験者から選択された。 

３．今後の展開 

引き続き、類似条件の実道において、歩行者や対

向車等の影響を受けない状況下での自動車走行速度

を観測し、道路横断面構成との関係を整理するとと

もに、DS調査結果との比較を行う予定である。 

これまで、いくつかの事例により路側帯の拡幅や

カラー化の効果が示されてきたが、どのような道路

横断面構成が走行速度抑制に効果的か明らかにし、

効果的かつ効率的な生活道路の交通安全対策を支援

していきたいと考えている。 
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１．はじめに 

国土交通省は、警察庁と合同で、死傷事故率が高

い、又は死傷事故が多発している交差点や単路部を

「事故危険箇所」として指定し、都道府県公安委員

会と道路管理者が、連携した対策を実施している。

この事業により、対策完了箇所全体では死傷事故を

抑止できているものの、箇所別にみると、対策効果

にバラツキがあることや、対策実施により削減しよ

うとした事故類型以外の事故が増加すること等の課

題がみられた。そこで、より効果的な交通安全対策

の立案・実施に資する技術資料の作成に向けて、こ

れまで実施された交通安全対策の効果を分析し、対

策工種毎の効果やその効果にバラツキが生じる要因、

交通挙動に与える影響等の留意点を整理した。 

２．交通安全対策の効果分析 

事故危険箇所で実施された交通安全対策のうち、

10箇所以上で実施された106種類の対策工種を対象

として対策工種毎に効果分析を行った。対策前後の

死傷事故件数の変化率（＝対策後の平均事故件数／

対策前の平均事故件数）を求めた結果、変化率が1.0

以下となった対策工種が89種類あり、対策実施によ

り事故が概ね減少したことを確認した。 

次に、各対策工種の効果のバラツキに着目した。

以下に交差点改良のうちコンパクト化の対策の分析

結果の一例を示す。コンパクト化の目的には、①「隅

切り半径の縮小」による左折車の速度抑制、②「横

断歩道の前出し」による右左折車等からの横断歩行

者の視認性向上、③「停止線の前出し」による停止

線間距離の短縮に伴うジレンマゾーン縮小等がある。 

コンパクト化を実施した96箇所を対象として、対

策前後の全死傷事故件数の変化率を求めた結果、61

箇所（64％）で事故が減少し、32箇所（33％）で事

故が増加していた（図1）。次に、事故類型別の死傷

事故件数の変化率に着目すると、コンパクト化によ

り削減しようした横断歩道横断中、出会い頭、左折

時の事故については、変化率の中央値、平均値とも 
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図1 対策後の全死傷事故件数の変化（コンパクト化） 
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図2 事故類型別の死傷事故変化率（コンパクト化） 

 

に1.0未満となり、事故が減少した箇所が多かった

（図2）。一方、追突、右折時の事故は、変化率の中

央値は1.0未満となり半数以上の箇所で事故が減少

したものの、平均値は1.0を上回り、事故が増加した

箇所もあった。 

事故が増加した要因を把握するため、対策実施に

よる交通挙動への影響を調査した。「隅切り半径の

縮小」を行った箇所では、左折車の急減速に伴う後

続車の急制動が確認された。当該箇所では、複合対

策として、交差点手前から左折車の速度抑制対策を

実施すること等が有効であると考えられる。 

３．まとめと今後の課題 

以上の結果から、対策実施により削減しようとし

た事故類型に対しては効果がみられた一方で、箇所

によっては、それ以外の事故類型の事故が増加する

可能性があることを確認した。交通安全対策をより

効果的に実施するためには、対策後の交通状況の変

化を十分予測した上で対策工種を選定することが重

要であり、必要に応じて複合対策を実施する等の現

場に適した検討が必要である。 

今後は、交通安全対策の効果分析結果や対策実施

時の留意点等を事故類型別、対策工種別にとりまと

め、より効果的な交通安全対策の立案・実施を支援

する技術資料を作成する予定である。 
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